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平成 25年度岡山大学大学院社会文化科学研究科博士前期課程【9月募集】入学試験問題

講 座 済理論 .統計､比較経済､政策科学経経営学､組織経済学､

地域公共政策コース

､

専門科目 ミクロ経済学

以下の問 1､問 2の両方に解答しなさいoなお､問 1は解答用紙の第 1ページと第 2ペ

ージに解答し､問2は解答用紙の第 3ページと第 4ページに解答しなさい｡

問 1

ある財の価格をp､数量をxとするCある国における､この財に対する需要関数を 

p-61ix､
供給関数を 

1 

P=盲 x

とするoこの財の世界価格はpw=1であるとするDこのとき､以下の各設問に答えなさいo

但し､この国は小国であり､その貿易量が世界価格に影響を与えることはないものとする｡ 

(1)この国で海外との貿易が禁じられている場合の､需給均衡点における財の価格､取

引量､消費者余剰､生産者余剰を求めなさいo 

(2)この国で自由貿易が許されている場合の､財の輸入量､消費者余剰､生産者余剰を

求めなさい｡ 

(3)この国が財の輸入に 1単位当たりJの従量関税を課した場合の､消費者余剰､生産者

余剰､関税収入をそれぞれJの関数形として表わしなさいo但し0<J<2とするD
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問 2

二期間生きる個人を考え､第一期に労働所得が生じるものとする｡政府は､個人に対し

て､労働所得税または利子所得税を課す｡

以下､ cl:第一期の消費､ C2 :第二期の消費､Y:労働所得､t w :労働所得税率､t r:刺

子所得税率､S:貯蓄､∫:利子率である｡

ただし､労働所得 Yは所与(はじめから決まっている)であり､個人が決定できない定数

とする｡

労働所得税を課した場合の個人の第一期と第二期の予算制約式は､それぞれ式( 1.1)､ 

(12となる｡ .)

cl-(1-tw)YIS (1.1) 

C2 =(1+) '12rS (.)

利子所得税を課した場合の個人の第一期と第二期の予算制約式は､それぞれ式 (2.1)､ 

(2.2)となる｡ 

cl-Y一言 (2.1) 

C2-[1+(1-t,)r]S (2.2) 

(1)第一期の消費を横軸､第二期の消費を縦軸にとり､労働所得税が課されない場合 (tw=0)
と課された場合について､それぞれ予算制約式､無差別曲線､効用最大化点を図示しな

さい｡図示した予算制約式､無差別曲線､効用最大化点が､それぞれ労働所得税が課さ

れない場合のものか､課された場合のものか明記することC 

(2)第一期の消費を横軸､第二期の消費を縦軸にとり､利子所得税が課されない場合 (tr=o)

と課された場合について､それぞれ予算制約式､無差別曲線､効用最大化点を図示しな

さい｡図示した予算制約式､無差別曲線､効用最大化点が､それぞれ利子所得税が課さ

れない場合のものか､課された場合のものか明記すること｡ 

(3)以下の文章の下線 (a)～(かこ入るキーワー ドを選択しなさい｡キーワー ドは複数回使 うこ

ともありうる.解答用藻剛こ自分で (a)～(Dのアルファベットを書き､その横にキーワー ド

を記すこと｡

このモデルの設定において､政府が (a) 税を課す場合は､( b) と 

(C の双方が生じる｡政府が () 税を課す場合､( e は) a )

生じるが､( i) は生じない｡

キーワー ド:労働所得､利子所得､所得効果､代替効果

以上


